
Phrase-Dry Seminar   [ Patent Act -2, Unity Model Act  ]

趣旨問題～特許法(2)
Ver 2.1/2015.11.28

弁理士試験フレーズドライ勉強法

©2015 http://bengorok.jp/

《フレーズドライ勉強法の特徴》

・インプットとアウトプットのバランスが取れた勉強法です。

・論文式筆記試験の頻出論点に絞り、効率的に合格できます。

・短答式試験に役立つ、重要判例を網羅しています。

・各趣旨を、論文に書ける分量にまとめ直しています。

・短歌形式で口ずさみやすく、短歌の５７５７７が完成しなければ、項目が抜けていることに気付きます。 

・記憶のチャンク化、エピソード記憶に対応しており、科学的な記憶方法です。

《フレーズドライ勉強法の使い方》

① 【趣旨など】を読み、該当条文と問われている内容を確認する。

② 該当条文を読む　（法文集などを使用ください）

③ 【原文】を読み、趣旨などを理解する

　　※【出典】を確認する必要はありません。時間を節約しましょう。

④ 【フレーズドライ】と【原文】を読んで、抜き出したキーワードを確認する。

　　※【原文】に、赤線などを引いてください

⑤ 【解凍】を読んで、【フレーズドライ】や【原文】との関係を確認ください。

⑥ 【趣旨など】を見ただけで、【フレーズドライ】が暗唱できるように記憶する。

　　※単語カードの作成を推奨します。

　　※音読したり、書いたりして記憶しましょう。

⑦ 【フレーズドライ】を頭に思い浮かべながら、【解凍】を全文書きする。

　　※【原文】の全文書きより、はるかに効率的です。

⑧ 【趣旨など】を見ただけで、【フレーズドライ】を頭に浮かべつつ、【解凍】できるかを確認する。

☆☆☆　論文試験の合格呪文　☆☆☆
合格呪文は、論文試験開始直後に問題用紙に書き込んで使います。

貴重な解答時間ですが、１分間だけ、呪文の記入に時間を割いてください。

そして、この呪文を確認しながら解答してください。

そうすれば、５点は伸びるはずです。模試などで実験してみてください。

※個人によって効果の出る呪文は異なると思います。独自に工夫しましょう。

①全科目共通 

　『主客時手効（しゅきゃじてこ）　定義・認定　趣旨・外管』 
　・主体、客体、時期、手続きの各要件を抜けなく、効果も記載すること 

　・定義を明確に記載したうえで、本件の認定に言及すること 

　・趣旨は、問われていなくても、必要に応じて簡潔に記載すること 

　・在外者や外国人とくれば、管理人を抜けなく記載すること 

②特許法のみ 

　『単一性　審査請求　優先権 
　　補正と分割　２９の２・３９（にくのにさんきゅう）』 

　・複数の請求項があれば、単一性を検討すること 

　・権利化するには、審査請求を忘れずに 

　・優先権主張、補正、分割、２９条の２、３９条は、常に頭に常駐させて 

＊＊＊　構成　（全７９項目）＊＊＊
[第６７条]　特許権の存続期間の延長を認めた理由

[第６８条]　特許権が国内消尽する理由

[第６８条]　並行輸入品に特許権を行使できる要件

[第６８条]　インクタンク事件の要旨

[第６９条]　試験又は研究のためにする特許発明の実施に

　　　　　　　特許権の効力がおよばない理由

[第７０条]　特許発明の技術的範囲を定めるに当たって

　　　　　　　要約書の記載を考慮しない理由

[第７０条]　均等論が認められる理由

[第７０条]　均等論の主張者（特許権者）が証明すべき事項

[第７０条]　均等論の否定者（侵害者）が証明すべき事項

[第７２条]　利用とは

[第７３条]　共有者の差し止め請求権は単独で行使できるか？

[第７３条]　共有者の損害賠償請求権は単独で行使できるか？

[第７３条]　一機関と見なせるための条件

[第７４条]　特許権の移転の請求制度の趣旨

[第７４条]　特許権が初めから、冒認者等ではなく真の権利者に

　　　　　　　　帰属していたものとみなす理由

[第７７条]　専用実施権の自由譲渡を認めない理由

[第７７条]　専用実施権が事業とともに移転する場合、

　　　　　　　特許権者の承諾なくして移転することができる理由

[第７８条]　独占的通常実施権者と差止請求権、損害賠償請求権

[第７９条]　事業の実施と見なされる要件

[第７９条]　先使用の発明の範囲

[第７９条の２]　特許権の移転の登録前の実施により、

　　　　　　　　　　通常実施権を有する理由

[第８０条]　中用権に対価が必要な理由

[第９２条]　商標権に通常使用権の設定の裁定を認めない理由

[第９８条]　登録をしなければ効力を生じないとした理由

[第９９条]　通常実施権に当然対抗制度を導入した理由

[第１００条]　専用権を設定した特許権者に差止請求権は認められるか？

[第１０１条]　間接侵害が規定された趣旨

[第１０１条]　１号と４号の規定の趣旨

[第１０１条]　２号と５号の規定の趣旨

[第１０１条]　３号と６号の規定の趣旨

[第１０１条]　「のみ」品の解釈

[第１０２条]　民法７０９条　損害賠償請求権の発生要件

[第１０３条]　過失の推定規定の趣旨

[第１０４条の３]　特許権者の権利行使の制限規定の設立趣旨

[第１０４条の３]　訂正の再抗弁の成立要件

[第１０４条の４]　再審の訴えにおける主張の制限規定の設立趣旨

[第１０５条の４]　秘密保持命令規定の趣旨

[第１１３条]　特許異議の申立て制度の創設趣旨

[第１１３条]　特許異議の請求人適格を「何人」とした理由

[第１１３条]　特許異議の申立て期間を６か月とした理由

[第１１３条]　特許異議の申立てを請求項ごとにした理由
[第１２３条]　冒認違反の特許無効審判請求適格について

[第１２３条]　特許無効審判を特許権の消滅後も請求できる理由

[第１２６条]　訂正審判を設けた趣旨

[第１２６条]　図面の訂正と請求項の関係

[第１３１条]　特許無効審判に関する請求の理由の要件

[第１３１条の２]　無効審判の請求の理由の補正を認めた理由

[第１３１条の２]　審判請求の理由を記載しなかった合理的な理由

[第１３１条の２]　審判請求書の補正の許可・拒否の決定に対して

　　　　　　　　　　　不服申し立てできない理由

[第１３２条]　共有特許の拒絶審決に対する取り消し訴訟の提起について

[第１３２条]　共有特許の無効審決に対する取り消し訴訟の提起について

[第１３４条の２]　先の訂正請求が取下げとみなされる理由

[第１４５条]　無効審判を原則口頭審理とし、書面審理も認めた理由

[第１４９条]　参加の拒否決定に不服を申し立てられない理由

[第１５３条]　職権による審理を認めた理由

[第１５９条]　補正却下の対象から拒絶査定不服審判の請求前にしたものを

　　　　　　　　除くこととした理由

[第１６２条]　拒絶査定不服審判において、前置審査を設けた趣旨

[第１６４条]　前置審査において、特許をすべき旨の査定をする場合以外は、

　　　　　　　　補正についての却下の決定をしてはならない理由

[第１６４条の２]　特許無効審判において、審決の予告を設けた趣旨

[第１６７条]　特許無効審判の当事者には一事不再理効を残した理由

[第１７８条]　審決取消訴訟の審理範囲

[第１８１条]　審決取消訴訟において、裁判所は特許権を取り消せるか？

[第１８４条の３]　規定の内容は？
[第１８４条の４]　明細書等の翻訳文の提出期間は？

[第１８４条の４]　翻訳文提出特例期間の定義は？

[第１８４条の４]　国内処理基準時の定義は？

[第１８４条の４]　明細書、請求の範囲の翻訳文の提出がなかった場合は？

[第１８４条の５]　要約書の翻訳文の提出がなかった場合は？

[第１８４条の６]　図面の翻訳文の提出がなかった場合は？

[第１８４条の９]　国内公表の時期は？

[第１８４条の９]　国内公表に、６４条の規定を適用しない理由

[第１８４条の１０]　外国語特許出願の補償金請求権の発生要件が、

　　　　　　　　　　　　国内公表の後である理由

[第１８４条の１０]　日本語語特許出願の補償金請求権の発生要件が、

　　　　　　　　　　　　国際公表の後である理由

[第１８４条の１２]　国際特許出願に関する補正時期の特例の趣旨

[第１８４条の１２]　日本語特許出願を補正できる時期は？

[第１８４条の１２]　外国語特許出願を補正できる時期は？

[第１８４条の１３]　外国語特許出願が２９条の２の先願となる要件

[第１８４条の１７]　日本語特許出願の審査請求時期の制限は？

[第１８４条の１７]　外国語特許出願の審査請求時期の制限は？


【趣旨など】

　[第１８４条の３]　規定の内容は？

【出典】

　青本　特許法　第１８４条の３　page-503
【フレーズドライ】

　１８４の３（いやよのさん）　日本を含む　出願日

　国際特許は　パリ不適用

【解凍】

　（原文のまま）　※内容理解のみ

【原文】

　特許協力条約（ＰＣＴ）に基づく国際出願は、国際出願日が認められると各指定国において国際出願日から正規の国内出願としての効果を有するとされ、国際出願日は各指定国における実際の出願日とみなされることから、我が国において特許を受けようとして我が国を指定国に含む国際出願であってＰＣＴ１１条(1)若しくは(2)(b)又は１４条(2)の規定に基づく国際出願日が認められたものは、ＰＣＴ１１条(3)、特許法２６条の規定により当然に特許法による特許出願としての効力を有することとなる。このような効力を有する我が国を指定国に含む国際出願を国内出願と同じように特許法上の手続につなげるために設けたのが本条である。
　　ＰＣＴに基づく国際出願においても、特許出願等に基づく優先権の主張及びパリ条約による優先権の主張をすることが認められている。現行特許法は４３条においてパリ条約による優先権の主張の方法を定めているが、国際出願についてはＰＣＴに基づく規則においてその主張の方法を規定していることから、その規定によることとし、２項において４３条は適用しないこととした。

【趣旨など】

　[第１８４条の４]　明細書等の翻訳文の提出期間は？

【出典】

　特許法　第１８４条の４　第１項　第４項
【フレーズドライ】

　国内書面　提出期間は　２年半　正答理由で　２カ月・１年

【解凍】

　（原文のまま）　※内容記憶のみ

【原文】

第百八十四条の四  　外国語でされた国際特許出願（以下「外国語特許出願」という。）の出願人は、条約第二条（ｘｉ）の優先日（以下「優先日」という。）から二年六月（以下「国内書面提出期間」という。）以内に、前条第一項に規定する国際出願日（以下「国際出願日」という。）における条約第三条（２）に規定する明細書、請求の範囲、図面（図面の中の説明に限る。以下この条において同じ。）及び要約の日本語による翻訳文を、特許庁長官に提出しなければならない。ただし、国内書面提出期間の満了前二月から満了の日までの間に次条第一項に規定する書面を提出した外国語特許出願（当該書面の提出の日以前に当該翻訳文を提出したものを除く。）にあつては、当該書面の提出の日から二月（以下「翻訳文提出特例期間」という。）以内に、当該翻訳文を提出することができる。
４  　前項の規定により取り下げられたものとみなされた国際特許出願の出願人は、国内書面提出期間内に当該明細書等翻訳文を提出することができなかつたことについて正当な理由があるときは、その理由がなくなつた日から二月以内で国内書面提出期間の経過後一年以内に限り、明細書等翻訳文並びに第一項に規定する図面及び要約の翻訳文を特許庁長官に提出することができる。

【趣旨など】

　[第１８４条の４]　翻訳文提出特例期間の定義は？
【出典】

　特許法　第１８４条の４　第１項
【フレーズドライ】

　翻訳文　提出特例　期間とは　国内書面の　提出後２月

【解凍】

　（原文のまま）　※内容記憶のみ

【原文】

第百八十四条の四  　外国語でされた国際特許出願（以下「外国語特許出願」という。）の出願人は、条約第二条（ｘｉ）の優先日（以下「優先日」という。）から二年六月（以下「国内書面提出期間」という。）以内に、前条第一項に規定する国際出願日（以下「国際出願日」という。）における条約第三条（２）に規定する明細書、請求の範囲、図面（図面の中の説明に限る。以下この条において同じ。）及び要約の日本語による翻訳文を、特許庁長官に提出しなければならない。ただし、国内書面提出期間の満了前二月から満了の日までの間に次条第一項に規定する書面を提出した外国語特許出願（当該書面の提出の日以前に当該翻訳文を提出したものを除く。）にあつては、当該書面の提出の日から二月（以下「翻訳文提出特例期間」という。）以内に、当該翻訳文を提出することができる。
【趣旨など】

　[第１８４条の４]　国内処理基準時の定義は？　
【出典】

　特許法　第１８４条の４　第６項
【フレーズドライ】

　国内の　処理基準時は　審請求　国内書面と　提出特例

【解凍】

　（原文のまま）　※内容記憶のみ

【原文】

第百八十四条の四
６  　第一項に規定する請求の範囲の翻訳文を提出した出願人は、条約第十九条（１）の規定に基づく補正をしたときは、国内書面提出期間が満了する時（国内書面提出期間内に出願人が出願審査の請求をするときは、その請求の時。以下「国内処理基準時」という。）の属する日までに限り、当該補正後の請求の範囲の日本語による翻訳文を更に提出することができる。

〔解説〕

結局、国内処理基準時は３通りが考えられる。

①国内書面提出期間が満了する時

②翻訳文提出特例期間が満了する時

③審査請求時　※国内書面提出期間内の場合

【趣旨など】

　[第１８４条の４]　明細書、請求の範囲の翻訳文の提出がなかった場合は？
【出典】

　特許法　第１８４条の４　第２、３項
【フレーズドライ】

　国際の　請求・翻訳　取り下げる　出願日のか　１９条補正

【解凍】

　（原文のまま）　※内容記憶のみ

【原文】

第百八十四条の四
２  　前項の場合において、外国語特許出願の出願人が条約第十九条（１）の規定に基づく補正をしたときは、同項に規定する請求の範囲の翻訳文に代えて、当該補正後の請求の範囲の翻訳文を提出することができる。 

３  　国内書面提出期間（第一項ただし書の外国語特許出願にあつては、翻訳文提出特例期間。以下この条において同じ。）内に第一項に規定する明細書の翻訳文及び前二項に規定する請求の範囲の翻訳文（以下「明細書等翻訳文」という。）の提出がなかつたときは、その国際特許出願は、取り下げられたものとみなす。 

【趣旨など】

　[第１８４条の５]　要約書の翻訳文の提出がなかった場合は？
【出典】

　特許法　第１８４条の５　第２、３項
【フレーズドライ】

　国際の　要約・翻訳　取り下げず　いやよの５条で　補正と却下

【解凍】

　（原文のまま）　※内容記憶のみ

【原文】

第百八十四条の五  　

２  　特許庁長官は、次に掲げる場合は、相当の期間を指定して、手続の補正をすべきことを命ずることができる。 

・・・ 

四  　前条第一項の規定により提出すべき要約の翻訳文を、国内書面提出期間（前条第一項ただし書の外国語特許出願にあつては、翻訳文提出特例期間）内に提出しないとき。 

３  　特許庁長官は、前項の規定により手続の補正をすべきことを命じた者が同項の規定により指定した期間内にその補正をしないときは、当該国際特許出願を却下することができる。 

【趣旨など】

　[第１８４条の６]　図面の翻訳文の提出がなかった場合は？
【出典】

　特許法　第１８４条の６　第２項
【フレーズドライ】

　国際の　図面・翻訳　取り下げず　６の２項で　説明は無し

【解凍】

　（原文のまま）　※内容記憶のみ

　⇒図面の中の説明が無いものとして扱われる

【原文】

第百八十四条の六  　国際特許出願に係る国際出願日における願書は、第三十六条第一項の規定により提出した願書とみなす。 

２  　日本語でされた国際特許出願（以下「日本語特許出願」という。）に係る国際出願日における明細書及び外国語特許出願に係る国際出願日における明細書の翻訳文は第三十六条第二項の規定により願書に添付して提出した明細書と、日本語特許出願に係る国際出願日における請求の範囲及び外国語特許出願に係る国際出願日における請求の範囲の翻訳文は同項の規定により願書に添付して提出した特許請求の範囲と、日本語特許出願に係る国際出願日における図面並びに外国語特許出願に係る国際出願日における図面（図面の中の説明を除く。）及び図面の中の説明の翻訳文は同項の規定により願書に添付して提出した図面と、日本語特許出願に係る要約及び外国語特許出願に係る要約の翻訳文は同項の規定により願書に添付して提出した要約書とみなす。 

【趣旨など】

　[第１８４条の９]　国内公表の時期は？
【出典】

　特許法　第１８４条の９　第１項
【フレーズドライ】

　公表は　正当１年　国内書面　提出特例　審査請求

【解凍】

　（原文のまま）　※内容記憶のみ

【原文】

第百八十四条の九  　特許庁長官は、第百八十四条の四第一項又は第四項の規定により翻訳文が提出された外国語特許出願について、特許掲載公報の発行をしたものを除き、国内書面提出期間（同条第一項ただし書の外国語特許出願にあつては、翻訳文提出特例期間。以下この項において同じ。）の経過後（国内書面提出期間内に出願人から出願審査の請求があつた国際特許出願であつて条約第二十一条に規定する国際公開（以下「国際公開」という。）がされているものについては出願審査の請求の後、第百八十四条の四第四項の規定により明細書等翻訳文が提出された外国語特許出願については当該明細書等翻訳文の提出の後）、遅滞なく、国内公表をしなければならない。 

〔解説〕

結局、国内公表の時期は４通りが考えられる。

①国内書面提出期間の経過後

②翻訳文提出特例期間の経過後

③審査請求時　※国内書面提出期間内の場合

④第百八十四条の四第四項の規定による特許出願については当該明細書等翻訳文の提出の後（正当な理由があるとき）

【趣旨など】

　[第１８４条の９]　国内公表に、６４条の規定を適用しない理由
【出典】

　青本　特許法　第１８４条の９　page-528
【フレーズドライ】

　国際は　９４（くし）の規定で　６４（むし）されない　国際公開　国内公表

【解凍】

　９４・・・第１８４条の９第４項

　６４・・・第６４条

【原文】

　　四項は、日本語特許出願については、日本語により国際公開が行われ、外国語特許出願については一項の国内公表が行われるため、出願公開の規定（六四条）は適用しないこととしたものである。

〔参考〕

第百八十四条の九 

４  　第六十四条の規定は、国際特許出願には、適用しない。 

【趣旨など】

　[第１８４条の１０]　外国語特許出願の補償金請求権の発生要件が、国内公表の後である理由
【出典】

　青本　特許法　第１８４条の１０　page-530
【フレーズドライ】

　外国語　国内公表　補償金　発明内容　翻訳文にて

【解凍】

　（原文のまま）

【原文】

　外国語特許出願の場合には、その出願に係る発明の内容は翻訳文により定まるものであるため、翻訳文の公表時である一八四条の九に規定する国内公表の後に生じさせることとした。

【趣旨など】

　[第１８４条の１０]　日本語語特許出願の補償金請求権の発生要件が、国際公表の後である理由
【出典】

　青本　特許法　第１８４条の１０　page-530
【フレーズドライ】

　日本語は　国際公開　補償金　６５条と　時期が同じで

【解凍】

　（原文のまま）　※内容を理解する

【原文】

　　国際公開の効果については、ＰＣＴ二九条(1)が出願人の権利の保護に関する限り、審査を経ていない国内出願の強制的な国内公開について当該指定国の国内法令が定める効果と同一とすると規定しているが、我が国の場合には出願公開に伴う補償金請求権がこれに該当する。ただし、その効果を生じさせるべき時期については、ＰＣＴ二九条にいくつかの選択可能な時期が規定されており、諸外国とも各国の現行法の規定に準じた時期を採用するとしている。我が国としても六五条の規定に準ずることとし、国際公開は原則として優先日から一年六月経過した後になされるものであり、出願公開の時期と同じであることから、日本語で国際公開される日本語特許出願については、国際公開後に生じさせることとした。

【趣旨など】

　[第１８４条の１２]　国際特許出願に関する補正時期の特例の趣旨
【出典】

　青本　特許法　第１８４条の１２　page-535
【フレーズドライ】

　国際の　補正の特例　出願日　認められても　非有効係属

【解凍】

　（原文のまま）　※内容を理解する

【原文】

　一八四条の三第一項の規定により、国際出願日が認められた国際出願であって指定国に日本国を含むものは、その国際出願日にされた特許出願とみなされることから、そのみなされた効果として受理官庁において国際出願日が認められた国際出願は、その時点から特許法が適用されることとなる。すなわち、特許出願とみなされた国際出願については、そのときから一七条一項の補正が可能となる。しかしながら、国際特許出願が我が国において有効に係属していくためには、所定の期間内に、日本語特許出願の場合にあっては一八四条の五第一項に規定する書面が提出され、一九五条二項に規定する手数料が納付されなければならず、また、外国語特許出願の場合にあっては、一八四条の四第一項又は第四項の規定による翻訳文提出及び一八四条の五第一項の規定による書面提出がされ、一九五条二項に規定する手数料が納付されなければならない。

・・・

　したがって、国際出願についての国内段階の補正は、前記手続をとり、その国際出願についての我が国に対する手続が確定したと認められる以後でなければならないこととした。

【趣旨など】

　[第１８４条の１２]　日本語特許出願を補正できる時期は？
【出典】

　特許法　第１８４条の１２
【フレーズドライ】

　日本語の　補正は５の１　手数料　基準時経過は　不要なり

【解凍】

①第百八十四条の五第一項の規定による手続
②第百九十五条第二項の規定により納付すべき手数料を納付
【原文】

第百八十四条の十二  　日本語特許出願については第百八十四条の五第一項の規定による手続をし、かつ、第百九十五条第二項の規定により納付すべき手数料を納付した後、外国語特許出願については第百八十四条の四第一項又は第四項及び第百八十四条の五第一項の規定による手続をし、かつ、第百九十五条第二項の規定により納付すべき手数料を納付した後であつて国内処理基準時を経過した後でなければ、第十七条第一項本文の規定にかかわらず、手続の補正（第百八十四条の七第二項及び第百八十四条の八第二項に規定する補正を除く。）をすることができない。 

【趣旨など】

　[第１８４条の１２]　外国語特許出願を補正できる時期は？
【出典】

　特許法　第１８４条の１２
【フレーズドライ】

　外国語　補正は５の１　手数料　翻訳文と　基準時経過

【解凍】

①第百八十四条の五第一項の規定による手続
②第百九十五条第二項の規定により納付すべき手数料を納付

③第百八十四条の四第一項の手続き

④国内処理基準時を経過した後

【原文】

第百八十四条の十二  　日本語特許出願については第百八十四条の五第一項の規定による手続をし、かつ、第百九十五条第二項の規定により納付すべき手数料を納付した後、外国語特許出願については第百八十四条の四第一項又は第四項及び第百八十四条の五第一項の規定による手続をし、かつ、第百九十五条第二項の規定により納付すべき手数料を納付した後であつて国内処理基準時を経過した後でなければ、第十七条第一項本文の規定にかかわらず、手続の補正（第百八十四条の七第二項及び第百八十四条の八第二項に規定する補正を除く。）をすることができない。 

【趣旨など】

　[第１８４条の１３]　外国語特許出願が２９条の２の先願となる要件
【出典】

　特許法　第１８４条の１３
【フレーズドライ】

　外国語　２９の２先願　翻訳文　国際公開　国内は不要

【解凍】

　※国際公開されていればよく、国内公表は条件でない

　※翻訳文の提出は必要であるが、外国語書面で後願を排除できる

【原文】

第百八十四条の十三  　第二十九条の二に規定する他の特許出願又は実用新案登録出願が国際特許出願又は実用新案法第四十八条の三第二項 の国際実用新案登録出願である場合における第二十九条の二の規定の適用については、同条中「他の特許出願又は実用新案登録出願であつて」とあるのは「他の特許出願又は実用新案登録出願（第百八十四条の四第三項又は実用新案法第四十八条の四第三項 の規定により取り下げられたものとみなされた第百八十四条の四第一項 の外国語特許出願又は同法第四十八条の四第一項 の外国語実用新案登録出願を除く。）であつて」と、「出願公開又は」とあるのは「出願公開、」と、「発行が」とあるのは「発行又は千九百七十年六月十九日にワシントンで作成された特許協力条約第二十一条に規定する国際公開が」と、「願書に最初に添付した明細書、特許請求の範囲若しくは実用新案登録請求の範囲又は図面」とあるのは「第百八十四条の四第一項又は実用新案法第四十八条の四第一項 の国際出願日における国際出願の明細書、請求の範囲又は図面」とする。 

【趣旨など】

　[第１８４条の１７]　日本語特許出願の審査請求時期の制限は？
【出典】

　特許法　第１８４条の１７
【フレーズドライ】

　日本語の　審請５の１　手数料　以外の者は　提出期間後

【解凍】

①第百八十四条の五第一項の規定による手続
②第百九十五条第二項の規定により納付すべき手数料を納付
③国内書面提出期間の経過後　※国際特許出願の出願人以外の者
【原文】

第百八十四条の十七  　国際特許出願の出願人は、日本語特許出願にあつては第百八十四条の五第一項、外国語特許出願にあつては第百八十四条の四第一項又は第四項及び第百八十四条の五第一項の規定による手続をし、かつ、第百九十五条第二項の規定により納付すべき手数料を納付した後、国際特許出願の出願人以外の者は、国内書面提出期間（第百八十四条の四第一項ただし書の外国語特許出願にあつては、翻訳文提出特例期間）の経過後でなければ、国際特許出願についての出願審査の請求をすることができない。

〔参考〕　青本 page-549

 出願人以外の第三者による出願審査の請求については、国際出願は出願人からの明示の請求がある場合を除き、国内書面提出期間（昭和六二年の一部改正については、一八四条の四の〔趣旨〕参照）が経過するまでは、締約国の国内官庁は処理または審査を開始してはならないこととなっている（ＰＣＴ二三条、四〇条）ことから、それに合わせて時期を制限したものである。

【趣旨など】

　[第１８４条の１７]　外国語特許出願の審査請求時期の制限は？
【出典】

　特許法　第１８４条の１７
【フレーズドライ】

　外国語　審請５の１　手数料　翻訳文と　以外は後で

【解凍】

①第百八十四条の五第一項の規定による手続
②第百九十五条第二項の規定により納付すべき手数料を納付

③第百八十四条の四第一項又は第四項の規定による手続

④国内書面提出期間の経過後　※国際特許出願の出願人以外の者
【原文】

第百八十四条の十七  　国際特許出願の出願人は、日本語特許出願にあつては第百八十四条の五第一項、外国語特許出願にあつては第百八十四条の四第一項又は第四項及び第百八十四条の五第一項の規定による手続をし、かつ、第百九十五条第二項の規定により納付すべき手数料を納付した後、国際特許出願の出願人以外の者は、国内書面提出期間（第百八十四条の四第一項ただし書の外国語特許出願にあつては、翻訳文提出特例期間）の経過後でなければ、国際特許出願についての出願審査の請求をすることができない。

〔参考〕　青本 page-549

 出願人以外の第三者による出願審査の請求については、国際出願は出願人からの明示の請求がある場合を除き、国内書面提出期間（昭和六二年の一部改正については、一八四条の四の〔趣旨〕参照）が経過するまでは、締約国の国内官庁は処理または審査を開始してはならないこととなっている（ＰＣＴ二三条、四〇条）ことから、それに合わせて時期を制限したものである。

趣旨問題～実用新案法

Ver 2.1/2015.11.28

＊＊＊　構成　（全１２項目）＊＊＊

[第１条]　実用新案法の保護対象は？

[第１条]　特許制度と別に実用新案制度がある理由

[第６条の２]　補正命令の対象となるのは？

[第６条の２]　補正命令の規定の趣旨

[第６条の２]　特許庁長官による補正命令とした理由

[第１２条]　実用新案技術評価制度の趣旨

[第１２条]　実用新案登録に基づく特許出願がされた場合の制限の趣旨

[第１４条の２]　第1項の訂正の目的の制限

[第１４条の２]　第1項と第７項の補正できる時期は？

[第１４条の３]　訂正に係る補正命令の規定の趣旨

[第２９条の２]　実用新案技術評価書を提示して警告しなければならない理由

[第２９条の３]　実用新案権が無効になった場合の権利行使

【趣旨など】

　[第１条]　実用新案法の保護対象は？
【出典】

　青本　実用新案法　第１条　page-795
【フレーズドライ】

　実用は　永年運用　観念に　事実を尊重　範囲を広げず

【解凍】

　実用新案法の保護対象は、「物品の形状、構造又は組合せ」に限定されている。これは、実用新案制度の永年の運用により実用新案の観念が一般に形成されているので、その事実を尊重し、みだりに実用新案権の対象である考案の範囲を拡げることを避けたためである。
【原文】

　　本条は、実用新案法の目的について規定したものである。特許法の目的とほとんど同じであるが、保護の対象である、考案について「物品の形状、構造又は組合せに係る」と特に限定が設けられている点で特許法と異なる（したがって方法の考案は実用新案制度によっては保護されない。）このような限定を設けることは技術思想である考案を保護するという見地に徹底すればやや問題ではあるが、実用新案制度の永年の運用により実用新案の観念が一般に形成されているので、その事実を尊重し、みだりに実用新案権の対象である考案の範囲を拡げることを避けたためである。また特許法では技術的思想の創作のうち高度のものを発明と定義しているが、この法律ではそのような定義がなく、物品の形状、構造又は組合せに係る考案であれば程度のいかんを問わず独占権を付与するものとしている。

【趣旨など】

　[第１条]　特許制度と別に実用新案制度がある理由
【出典】

　青本　実用新案法　第１条　page-796
【フレーズドライ】

　実新案　特許は高度　意欲減　短いライフ　早期登録

【解凍】

　特許法に求められる高度な発明を水準とすると、特許権が与えられず、創作意欲の減退してしまう。このため、ライフサイクルも短い技術の適切な保護の観点から、早期に登録を行う制度として実用新案制度を維持している。
【原文】

（実用新案制度の存在意義〉

　　二条の解説で述べるように、実用新案権の対象である考案が特許権の対象である発明と同性質の技術的思想であるということになると、それに関連して実用新案法そのものの存在意義についての問題が生ずる。保護の対象が同一であり、しかも保護の方法も一定期間の独占権を与えるもので両者は同一であるから、すべてを特許法で処理することも理論上は可能である。したがって、この際、実用新案法を廃止し、従来同法の保護を受けていたものはすべて特許法および意匠法に吸収してはどうかという意見が三四年法制定当時審議会で強く主張された。

　　しかしながら、第一に、すべての技術的思想を特許法および意匠法によって処理することになると、特許されるべき発明の水準はいきおい低下せざるをえない。なぜなら、あまりに高い特許発明の水準を設定すれば、相当部分の発明（これまで実用新案制度で保護されていた程度のもの）はその水準に到達することができず、独占権を与えられないことになるであろうが、これによって創作活動が沈滞するからである。したがって、発明の水準をある程度高く維持しながら同時に創作意欲の減退を防ぐためには、特許制度とは別の簡便な制度を設けて比較的程度の低い発明を保護することが合理的と考えられる（ドイツにおいて、特許法制定後数年して実用新案法が制定されたのも、発明の高度の水準を維持する要請にもとづくものといわれている）。

　　第二に、特許庁への出願件数のうち実用新案の出願も多いという事実から明らかなように、実用新案制度の利用度はきわめて高い。以上のように実用新案制度を廃止しても特許法および意匠法によって十分な保護が与えられるかどうかについて疑問があるばかりでなく、利用度の高い制度を廃止することの妥当性も政策的にみて疑わしい。むしろ、実用新案制度をなお存置することが社会の実情に適合するものと考えられたのである。

　　なお、最近における実用新案登録出願の出願件数の減少、出願から比較的早期に実施され、ライフサイクルも短い技術の適切な保護の観点から、平成五年の一部改正において、実用新案制度は、実体的要件についての審査を行うことなく、早期に登録を行う制度に改正されたため、実用新案制度は、特許制度とは別の意義を有することとなった。

【趣旨など】

　[第６条の２]　補正命令の対象となるのは？
【出典】

　実用新案法　第６条の２
【フレーズドライ】

　武家鼓膜（ぶ・け・こ・ま・く）　公序良俗　単一性

　殺し（５・６・４）の請求　記載不備

【解凍】

①武家鼓膜　⇒　物品の形状、構造又は組合せ
②公序良俗　⇒　第４条の規定

③単一性　⇒　第６条の規定

④殺しの請求　⇒　第五条第六項第四号

⑤記載不備　⇒　第６条の２第１項第４号
【原文】

第六条の二  　特許庁長官は、実用新案登録出願が次の各号の一に該当するときは、相当の期間を指定して、願書に添付した明細書、実用新案登録請求の範囲又は図面について補正をすべきことを命ずることができる。 

一  　その実用新案登録出願に係る考案が物品の形状、構造又は組合せに係るものでないとき。 

二  　その実用新案登録出願に係る考案が第四条の規定により実用新案登録をすることができないものであるとき。 

三  　その実用新案登録出願が第五条第六項第四号又は前条に規定する要件を満たしていないとき。 

四  　その実用新案登録出願の願書に添付した明細書、実用新案登録請求の範囲若しくは図面に必要な事項が記載されておらず、又はその記載が著しく不明確であるとき。 

【趣旨など】

　[第６条の２]　補正命令の規定の趣旨
【出典】

　青本　実用新案法　第６条の２　page-813
【フレーズドライ】

　実用は　登録公示で　権利付与　基礎的要件　無理に補正

　※無理に　・・・　第６条の２
【解凍】

　実用新案権は、登録公示を権利付与の要件としている。このため、基礎的要件についても、特許庁長官による補正命令の対象とした。
【原文】
　　平成五年の一部改正においては、早期権利保護の観点から実体的要件についての審査を行わずに登録を行うこととしたものであるが、他方、著作権等とは異なり、登録公示を権利付与の要件とする方式（登録）主義を採用しているため、登録を受けるに足る基礎的要件については、これを満たしている必要がある。

　　このため、二条の二第四項各号で規定する方式要件に加え、本条各号に規定する基礎的要件についても、これを満たさないものは特許庁長官による補正命令の対象として、瑕疵が是正されない限り登録しないこととした。さらに当該補正命令に対する指定期間内にその補正をしないときは、特許庁長官による出願却下処分の対象（二条の三）となる。

【趣旨など】

　[第６条の２]　特許庁長官による補正命令とした理由
【出典】

　青本　実用新案法　第６条の２　page-814
【フレーズドライ】

　基礎的な　要件判断　準方式　方式審査と　手続き錯綜

【解凍】

（１）基礎的要件の判断は、新規性、進歩性といった登録性の判断に比べて技術的な専門知識は必要でなく、方式審査に準ずるものと考えられること

（２）通常の方式審査の不備に対しては特許庁長官による補正命令、基礎的要件の不備に対しては審査官による拒絶理由通知となれば、手続が錯綜すること

【原文】
　　このように基礎的要件を満たさない出願を、審査官による拒絶理由通知の対象ではなく、特許庁長官による補正命令の対象としたのは、

（１）基礎的要件の判断に際しては、技術的な専門知識が必要とされるものの、新規性、進歩性といった登録性の判断に比べ裁量が働く余地は少なく、基礎的要件はいわば、方式審査に準ずるものと考えられること、

（２）基礎的要件を満たさない出願について、審査官による拒絶理由を通知した場合には、通常の方式審査の不備に対しては特許庁長官による補正命令、基礎的要件の不備に対しては審査官による拒絶理由通知というように一つの出願に対して、特許庁からの命令又は通知が別々に行われる事態も生じうるため、手続が複雑化、錯綜すること

との理由に基づくものである。
【趣旨など】

　[第１２条]　実用新案技術評価制度の趣旨
【出典】

　青本　実用新案法　第１２条　page-831
【フレーズドライ】

　評価書は　当事者間の　判断に　客観的な　判断材料

【解凍】

　当事者間の判断が困難な場合に、権利の有効性に関する客観的な判断材料を提示するため。
【原文】
　　実用新案技術評価書を導入した趣旨は、実体的要件についての審査を行わずに権利を付与する場合、登録された権利が実体的要件を満たしているか否かは、原則として、当事者間の判断に委ねられることとなるが、権利の有効性を巡る判断には、技術性、専門性が要求され、当事者間の判断が困難な場合も想定されるため、当事者間に権利の有効性に関する客観的な判断材料を提示することが望ましいと考えられたためであり、実用新案技術評価の請求は、何人も出願時以降いつでもその請求を可能とした。

【趣旨など】

　[第１２条]　実用新案登録に基づく特許出願がされた場合の制限の趣旨
【出典】

　青本　実用新案法　第１２条　page-832
【フレーズドライ】

　評価書は　特許で制限　意思として　過去は維持して　二重で遅延

【解凍】

　（原文のまま）　※中段のみ再現

【原文】
　　三項は、実用新案登録に基づく特許出願の基礎とした実用新案登録に対する評価請求の制限を規定している。

　　実用新案登録に基づく特許出願がされた場合には、出願人の意思として実用新案権の保護を断念し特許権を選択したといえること、過去の侵害に対しては実用新案権を維持することで対応すべきこと及び二重の審査（同一の技術について特許審査及び実用新案技術評価書の作成が行われること）による特許審査の遅延を防止する必要があることにかんがみ、基礎とした実用新案登録については、その後評価請求できないこととしたものである。

　なお、平成一五年の一部改正において、三七条一項の審判を実用新案登録無効審判と規定する修正を行った。詳細については三七条〔趣旨〕を参照されたい。

【趣旨など】

　[第１４条の２]　第1項の訂正の目的の制限
【出典】

　実用新案法　第１４条の２
【フレーズドライ】

　１項は　範囲の減縮　誤記訂正　明瞭釈明　引用解消

【解凍】

　（原文のまま）

【原文】
第十四条の二 

２  　前項の訂正は、次に掲げる事項を目的とするものに限る。 

一  　実用新案登録請求の範囲の減縮 

二  　誤記の訂正 

三  　明瞭でない記載の釈明 

四  　他の請求項の記載を引用する請求項の記載を当該他の請求項の記載を引用しないものとすること。 

【趣旨など】

　[第１４条の２]　第1項と第７項の補正できる時期は？
【出典】

　実用新案法　第１４条の２
【フレーズドライ】

　１項は　評価書２月と　答弁書　１回限り　７項いちころ（１５６条）

【解凍】

　（原文のまま）

【原文】
第十四条の二  　実用新案権者は、次に掲げる場合を除き、願書に添付した明細書、実用新案登録請求の範囲又は図面の訂正を一回に限りすることができる。 

一  　第十三条第三項の規定による最初の実用新案技術評価書の謄本の送達があつた日から二月を経過したとき。 

二  　実用新案登録無効審判について、第三十九条第一項の規定により最初に指定された期間を経過したとき。 　⇒答弁書の提出
７  　実用新案権者は、第一項の訂正をする場合のほか、請求項の削除を目的とするものに限り、願書に添付した明細書、実用新案登録請求の範囲又は図面の訂正をすることができる。ただし、実用新案登録無効審判が特許庁に係属している場合において第四十一条において準用する特許法第百五十六条第一項 の規定による通知があつた後（同条第三項 の規定による審理の再開がされた場合にあつては、その後更に同条第一項 の規定による通知があつた後）は、願書に添付した明細書、実用新案登録請求の範囲又は図面の訂正をすることができない。 

【趣旨など】

　[第１４条の３]　訂正に係る補正命令の規定の趣旨
【出典】

　青本　実用新案法　第１４条の３　page-846
【フレーズドライ】

　基礎的な　要件判断　訂正も　単一違反で　公平・負担

【解凍】

　（原文のまま）

【原文】
　　実用新案登録請求の範囲の減縮等を目的とする訂正がその要件を満たしていても、「考案」であるか否か等の基礎的要件を満たしていない場合が考えられる。

　　特に、不当に広い権利範囲の請求項が設定されていた場合、訂正を経て単一性を満たさない複数の考案が記載される場合が考えられ、その場合、出願人間の不公平が生じ、評価書の作成負担が数倍になる可能性がある。そこで、実用新案登録請求の範囲の減縮等を目的とする訂正後の考案又は明細書等に対して、基礎的要件を満たしているか否かの判断を行うこととしたものである。

【趣旨など】

　[第２９条の２]　実用新案技術評価書を提示して警告しなければならない理由
【出典】

　青本　実用新案法　第２９条の２　page-863
【フレーズドライ】

　評価書の　提示で警告　瑕疵のある　権利の濫用　不測の不利益

【解凍】

　（原文のまま）

【原文】
　　本条は、平成五年の一部改正において新たに設けられたものであり、実用新案権が実体的要件についての審査を経ずに付与される権利とされたことから、権利の濫用を防止するとともに第三者に不測の不利益を与えることを回避するため、権利者は、権利の有効性に関する客観的な判断材料である実用新案技術評価書（一二条）を提示した後でなければ権利行使を認めないことを規定したものである。これによって、権利者による権利行使が適切かつ慎重なものとなるため、瑕疵ある権利の濫用を防止することが可能となる。

【趣旨など】

　[第２９条の３]　実用新案権が無効になった場合の権利行使
【出典】

　青本　実用新案法　第２９条の３　page-864
【フレーズドライ】

　実用の　権利無効で　立証の　責任転換　高度な注意義務

【解凍】

　（原文のまま）　※内容の理解

【原文】
　　平成五年の一部改正により、実体的要件についての審査を行うことなく権利が付与された場合、権利者（専用実施権者を含む。以下同じ。）は、瑕疵ある権利を濫用することのないよう、より慎重な判断の下に権利を行使（警告を含む。以下同じ。）することが求められる。すなわち、実体的要件についての審査を行うことなく権利が付与される場合の権利者は、権利行使に当たって、より高度な注意義務を有することとなる。

　　一項は、行使した権利が無効であった場合には、権利者が注意義務に違反したものとして、立証責任の転換を図り、権利者が相当の注意をもって権利を行使したことを立証しない限り、損害賠償責任を負う旨を規定したものであり、第三者が不測の損害を被ることのないようにしたものである。

【趣旨など】

　[第６０条の３]　ジュネーブ改正協定に加入する意義

【出典】

　Ｈ２６改正本　page-127

【フレーズドライ】

 ジュネーブは　ジャパンブランド　模倣の被害　一括出願　加入のニーズ

【解凍】　

　企業活動のグローバル化に伴い、ジャパンブランドのデザインの模倣の被害をの防止が国際的に必要である。ジュネーブ改正協定に加入すると、複数の国への一括出願が可能になるなど利便性が向上し、また、諸外国の加入が進んでいることから、我が国の企業からニーズが高まっていた。
【原文】

企業活動のグローバル化に伴い、模倣被害の防止、デザインによるジャパンブランドの更なる発信が国際競争力を確保する上で重要となってきている。

こうした中、日本再興戦略（平成25年６月閣議決定）において、知的財産制度の抜本的強化策の柱の一つとして、「意匠の国際登録に関するハーグ協定のジュネーブ改正協定」（ジュネーブ改正協定）に加入することにより、新興国を含めたグローバルな権利保護を支援することが掲げられた。 ジュネーブ改正協定は、世界知的所有権機関（WIPO）を国際事務局として作成・発効された協定であり、加入することによって、一回の手続で複数の国への一括出願が可能になる等、海外での意匠権の取得に係る利便性 が大きく向上するものである。 ジュネーブ改正協定は、平成26年10月時点でEUや欧州各国を含め計47 の国及び機関が締結している。近年、我が国の主な貿易投資相手国が締結 に向けた準備を進めつつある状況を受け、我が国企業からも協定加入のニーズが顕在化した。 こうした状況を踏まえ、ジュネーブ改正協定の実施のための国内担保法 の規定の整備を行った。

【趣旨など】

　[第２条]　音や色彩のみの商標を追加した趣旨
【出典】

　Ｈ２６改正本　page-161
【フレーズドライ】

　パンパンニャオ　保護のニーズと　諸外国　デジタル技術と　販売戦略
【解凍】　

　近年のデジタル技術の進歩と販売戦略の多様化に伴い、音や色彩のみの商標に対する保護のニーズが高まっている。また、諸外国も保護対象にしており、国際調和や国際競争力の観点からも必要である。
【原文】

　近年のデジタル技術の急速な進歩や商品又は役務の販売戦略の多様化に 伴い、企業は自らの商品又は役務のブランド化に際し、文字や図形のみならず、色彩のみや音についても商標として用いるようになってきている。 

　諸外国では、色彩のみや音といった「新しい商標」を既に保護対象としており、実際に、こうした諸外国において我が国企業が出願や権利取得を進めるケースも増加しており、我が国における保護ニーズも高まっている。 

　こうした「新しい商標」が我が国においても保護対象に追加されることにより、商標権の侵害行為に対する差止めや損害賠償の請求といった権利行使が可能となるほか、マドリッド協定の議定書に基づいた「新しい商標」 の複数国への一括出願が可能となるといった実益が生ずることから、「新しい商標」を保護対象とする必要がある。

【趣旨など】

　[第３６条]　ＰＢＰクレーム判決の趣旨（６項２号）

【出典】

　　プラバスタチンナトリウム事件

　　平成27年6月5日　最二小判(平成24 年(受)1204号、同2658号)

【フレーズドライ】

　プロダクト　物の発明　物である　予測が不可能　第三者不利益
【解凍】

　発明には、物の発明、方法の発明、物を生産する方法の発明の３種類がある。物の発明の特許請求の範囲に製造方法が記載されている場合は、その製造方法に限定されず、製造された物として人認定されるのが相当である。

　製造方法で物を記載した場合、第三者は、どのような物にその権利範囲が及ぶのかが予測不可能となり、第三者に不利益を与えることになる。

【原文】

《特許庁資料より抜粋》

２．最高裁判決（平成 24 年(受)第 2658 号）の概要 

（１）請求項に係る発明の認定について

　　最高裁は、以下のように判示する。 

　　「特許は、物の発明、方法の発明又は物を生産する方法の発明についてされるところ、特許が物の発明についてされている場合には、その特許権の効力は、当該物と構造、特性等が同一である物であれば、その製造方法にかかわらず及ぶこととなる。 

　　したがって、物の発明についての特許に係る特許請求の範囲にその物の製造方法が記載されている場合であっても、その発明の要旨は、当該製造方法により製造された物と構造、特性等が同一である物として認定されるものと解するのが相当である。」 

（２）明確性要件（第３６条第６項第２号）について 

　　最高裁は、以下のように判示する。

　　「･･･物の発明についての特許に係る特許請求の範囲にその物の製造方法が記載されているあらゆる場合に、その特許権の効力が当該製造方法により製造された物と構造、特性等が同一である物に及ぶものとして発明の要旨を認定するとするならば、これにより、第三者の利益が不当に害されることが生じかねず、問題がある。すなわち、物の発明についての特許に係る特許請求の範囲において、その製造方法が記載されていると、一般的には、当該製造方法が当該物のどのような構造若しくは特性を表しているのか、又は物の発明であってもその発明の要旨を当該製造方法により製造された物に限定しているのかが不明であり、特許請求の範囲等の記載を読む者において、当該発明の内容を明確に理解することができず、権利者がどの範囲において独占権を有するのかについて予測可能性を奪うことになり、適当ではない。

　　他方、物の発明についての特許に係る特許請求の範囲においては、通常、当該物についてその構造又は特性を明記して直接特定することになるが、その具体的内容、性質等によっては、出願時において当該物の構造又は特性を解析することが技術的に不可能であったり、特許出願の性質上、迅速性等を必要とすることに鑑みて、特定する作業を行うことに著しく過大な経済的支出や時間を要するなど、出願人にこのような特定を要求することがおよそ実際的でない場合もあり得るところである。」

　　「物の発明についての特許に係る特許請求の範囲にその物の製造方法が記載されている場合において、当該特許請求の範囲の記載が特許法３６条６項２号にいう「発明が明確であること」という要件に適合するといえるのは、出願時において当該物をその構造又は特性により直接特定することが不可能であるか、又はおよそ実際的でないという事情が存在するときに限られると解するのが相当である。」

【趣旨など】

　[第３６条]　ＰＢＰクレームが許される要件（６項２号）

【出典】

　特許・実用新案　審査基準　第２部　第２章　第３節　4.3.2

【フレーズドライ】

　プロダクト　許されるのは　出願時　特定不可能　実際的でない
【解凍】

　（原文のとおり：上段部分）

【原文】

4.3.2 物の発明についての請求項にその物の製造方法が記載されている場合

　物の発明についての請求項にその物の製造方法が記載されている場合において、その請求項の記載が「発明が明確であること」という要件に適合するとい えるのは、

出願時においてその物をその構造又は特性により直接特定することが不可能であるか、

又はおよそ実際的でないという事情が存在するときに限られる。

そうでない場合には、当該物の発明は不明確であると判断される。

上記の事情として、以下のものが挙げられる。

(i) 出願時において物の構造又は特性を解析することが技術的に不可能であったこと。

(ii) 特許出願の性質上、迅速性等を必要とすることに鑑みて、物の構造又は特性を特定する作業を行うことに著しく過大な経済的支出又は時間を要すること。

《参考：　第３６条第６項第２項》
二  　特許を受けようとする発明が明確であること。 

